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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営の健全性、実効性および透明性を確保し、企業価値の持続的な向上により社会から信頼・評価される「社会貢献企業」を実現するた
めに、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組みます。

また、企業価値の持続的な向上により社会から信頼・評価されるためには、株主をはじめ、お客様、取引先、地域関係者、社員などのステーク

ホルダーの皆様との適切な関係を維持・発展させていくことが必要であり、これを「グループ経営理念」として明確にし、その実現に向けた経営を

推進します。

『昭和電工グループ　経営理念』

「私たちは、社会的に有用かつ安全でお客様の期待に応える製品・サービスの提供により企業価値を高め、

株主にご満足いただくと共に、国際社会の一員としての責任を果たし、その健全な発展に貢献します。」

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

（原則４－８（１）（２）：独立社外役員のみの会合、筆頭独立社外役員の選任）

当社は、現在、４名の社外取締役、３名の社外監査役を選任し、独立した客観的な立場からの監督の実効性を高めています。毎回の取締役会で
は、各社外役員が積極的な発言を行い、経営の課題等について自由闊達で建設的な議論がなされています。また、取締役会当日には、会長、社
長と社外役員が意見交換を行う場を設定しているほか、年２回、全役員による意見交換会を開催することで、十分な情報共有を行っています。こ
れらの理由から、社外役員のみの会合や社外役員の中での筆頭者の選任は行っておりませんが、社外役員から社外役員のみの会合開催の申し
入れがあった場合には、その会合を設定することとします。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

（原則１－４：政策保有株式）

①政策保有株式の縮減に関する方針・考え方

当社は、政策保有株式に関しては、中長期的な経済合理性や取引関係の維持強化等の観点から検証を行い、その保有可否を判断し、当社の中
長期的な企業価値向上に資すると認められない保有株式は縮減することとします。

②保有の適否の検証

取締役会は、毎年、個別の保有株式についての収益性・事業性評価結果に基づき、資本コストに見合っているか等の検証を行い、保有可否の判
断を行います。

③議決権行使基準　

当社は、保有株式の議決権を行使するにあたっては、中長期視点での企業価値向上や株主利益の維持・向上に資するかを議案ごとに検討のう
え、賛否を適切に判断します。

（原則１－７：関連当事者間の取引）

当社と取締役、執行役員との間の競業取引、利益相反取引については、法令および当社の取締役会規則により取締役会の承認を得ています。ま
た、当該取引に関する結果については取締役会に報告しています。

（原則２－６：企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

当社は、確定給付企業年金の運用にあたっては、積立金の運用を安全かつ効率的に行うため、人事、財務・経理、戦略企画の各部門の専門的知
識を有する者により構成する年金管理委員会を設置しています。当該委員会では、運用の基本方針並びに政策的資産構成割合の策定および見
直しの検討を実施しております。また運用の基本方針などの検討に際しては、運用コンサルタント会社と連繋し継続的かつ適切に対応し得るよう
体制を整備しています。

（原則３－１：情報開示の充実）

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社は、グループ経営理念、経営戦略・中期経営計画を当社ホームページに掲載しています。

（URL: https://www.sdk.co.jp/about.html）

（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

基本的な考え方については、本報告書「１.１.基本的考え方」に記載しています。基本方針については、「コーポレート・ガバナンス基本方針」を当社
ホームページに掲載しています。

（URL: https://www.sdk.co.jp/about/governance.html）

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

当社は、業務執行取締役、執行役員の報酬を、基本報酬、短期業績連動報酬、中長期業績連動報酬により構成し、役位等によって決定する基本
報酬額に加え、業績評価制度に基づき、会社業績および個人の業績等を勘案して業績連動報酬額を決定します。報酬を決定するにあたっては、
取締役会の諮問機関である、過半数を独立社外取締役、社外監査役で構成する報酬諮問委員会において検討を行ったうえ、取締役会に答申す
る体制とします。

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続



取締役候補者は、取締役に求められる義務を果たすための知識、経験、能力を有する者とします。また、経営陣幹部の選任については会社およ
び個人の業績評価等も勘案して決定します。監査役候補者は、財務・会計に関する十分な知見を有している者を含め、監査役に求められる義務
を果たすための知識、経験、能力を有する者とします。選任、指名を決定するにあたっては、取締役会の諮問機関である、過半数を独立社外取締
役で構成する指名諮問委員会において検討を行ったうえ、取締役会に答申する体制とします。なお、ＣＥＯを始めとする経営陣幹部が解任基準に
該当する事実が生じた場合、指名諮問委員会がその適否を議論し、その結果を取締役会に答申し、取締役会が最終決定します。

（取締役、監査役候補者の選任基準）

１．取締役

　①社内取締役

　　・取締役の責務を果たすために必要とされる高い見識と洞察力、高い倫理観、公正・公平な判断力と実行力を有していること。

　　・当社グループの経営ビジョンを実現するために必要とされる各事業に対する十分な知識と実務経験を有していること。

　　・幅広い一般教養を有し、取締役の責務を果たす強い意思と、健康な心身を維持できること。

　②社外取締役

　　・当社グループの業務執行に対して適切な助言を行える、高い見識と客観的な判断力を有していること。

　　・上記要件を満たす経営者、学識経験者、法務・会計の専門家、官公庁出身者などの人材で、その分野における豊富な経験を有していること。

２．監査役

　①社内監査役

　　・当社取締役の職務執行の監査を適確かつ公正に遂行できる知識と経験を有していること。

　　・高い見識と洞察力、高い倫理観、公正・公平な判断力を有していること。

　②社外監査役

　　・当社取締役の職務執行の監査を公正かつ客観的に判断できる知識と経験を有していること。

　　・上記要件を満たす経営者、学識経験者、法務・会計の専門家、官公庁出身者などの人材で、その分野における豊富な経験を有していること。

（経営陣幹部の解任基準）

　a.職務懈怠により、著しく企業価値を毀損させた場合

　b.選任基準に定める資質が認められない場合

　c.健康上の理由により、職務の継続が困難になった場合

（５）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

当社は、株主総会に係る参考書類に、取締役、監査役候補者全員について個々の選任理由を記載することにより指名の説明を行っています。ま
た、解任を行う際にもその理由を適切に開示します。

（原則４－１（１）：経営陣への委任の範囲）

取締役会は、取締役会に付議すべき決議事項および報告事項を「取締役会規則」で定め、経営陣に対する委任の範囲を明確にしています。

（原則４－９：独立社外取締役の独立性判断基準及び資質）

取締役会は、法令および東証が定める独立性基準に基づき、当社の社外取締役に係る独立性基準を定め、その基準を満たす候補者を選定しま
す。独立性基準については、「コーポレート・ガバナンスの基本方針　別紙」に記載しています。

（原則４－１１（１）：取締役会の知識・経験・能力バランス、多様性・規模に関する考え方）

取締役会は、取締役に求められる義務を果たすための知識、経験、能力を有する者より構成し、迅速な意思決定と適切な執行の監督を可能とす
る規模とします。また、業務執行における適正性を確保し監督の実効性を高めるため、独立社外取締役として企業経営者、学識者等、豊富な経験
と幅広い見識を有する者を２名以上選任します。

（原則４－１１（２）：取締役、監査役の他の上場会社役員兼任状況）

当社は、取締役、監査役の他の上場会社における役員の兼任状況を毎年の事業報告で開示しています。

（原則４－１１（３）：取締役会全体の実効性評価結果）

１．評価方法

　当社は、2020年度の取締役会の実効性評価について、2020年12月に各取締役・監査役への設問、自由記述によるアンケートを実施し、加えて
2021年１月に社外取締役４名への個別インタビューを行いました。集約した自己評価結果をもとに、2021年３月の取締役会で取締役・監査役全員
による議論を行い2020年度の全体の実効性評価を取りまとめるとともに、2021年度の行動計画を策定しました。なお、アンケートおよびインタ
ビューの実施とその集約については、客観性を確保し、今後の取締役会の実効性をさらに高めることを目的に外部機関に委託しております。

２．評価結果

　当社取締役会は、多様な経験・専門性を反映した広範な視点や価値観に基づく実効性の高い構成員が企業価値を高める議論を行っているこ
と、審議項目については資料の事前配布・説明を行い、審議に十分な時間を確保することにより、活発かつ建設的な議論を可能とする運営が行
われていることを確認いたしました。また、2019年度の実効性評価を踏まえた2020年度の実行計画については、以下の内容について共有いたしま
した。

①日立化成（現昭和電工マテリアルズ）との経営統合における長期ビジョンのコンセプトについては、取締役会や全役員による意見交換会におい
て十分な議論が行われているが、事業ポートフォリオの最適化については今後も議論を深めていくことが必要であること。

②グループ会社数の大幅増加と事業のグローバル化進展を踏まえて、ガバナンス・コンプライアンス体制の整備・強化等の重点項目については
継続的に審議を行うこと。

③経営統合による取締役会付議事項の増加の中、今後の経営戦略に関する審議を深化させるための時間を確保するため、取締役会の議事運
営をさらに効率的にする付議方法等の見直しも必要であること。

　2021年度の実行計画としては、「取締役会」や「全役員による意見交換会（年２回）」等において、上記①、②のとおり経営戦略、ガバナンス体制、
グループ経営に関する審議を深化させること、また、コロナ禍においても議事運営のさらなる充実に向けた取組みを継続して行うことといたしまし
た。

（原則４－１４（２）：取締役・監査役のトレーニングの方針）

当社は、取締役、監査役に対して、新任研修を実施するとともに、就任後も経営戦略、法令改正、コーポレート・ガバナンス等に関する知識の定期
的な更新を目的に、社内研修または外部研修の機会を提供し、必要な費用を負担します。

（原則５－１：株主との建設的な対話に関する方針）

当社は、ＩＲ活動を、「株主や投資家の皆様に当社の企業経営、企業活動、戦略をご理解いただき、当社の企業価値を正当に評価いただくための
活動」と考え、

（１）株主や投資家の皆様との積極的な対話を行い、経営の透明性の向上を図ります。

（２）当社に対するご理解と信頼を深めるため、当社に関する企業情報を、わかりやすく、公平に、タイムリーに、かつ正確に開示します。



当社は、ＣＥＯ、ＣＦＯによる国内外の機関投資家に対するＩＲ活動に加え、国内の個人投資家を対象に事業説明会等を行います。また、ＣＦＯを議
長とするＩＲ推進会議を設置し、戦略企画、CSR・総務、財務・経理の各部門をメンバーに、ＩＲに関する総合施策・基本計画の検討を行うとともに、
株主との対話等で把握した情報について内容を精査し、適切に報告します。さらに、適時開示規則に基づく決算等に関する重要情報を一元的に
管理することで重要情報の適切な開示を確保します。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 13,227,900 9.05

KOREA SECURITIES DEPOSITORY - SAMSUNG 7,018,400 4.80

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 6,589,100 4.51

富国生命保険相互会社 4,516,800 3.09

みずほ証券株式会社 3,628,701 2.48

第一生命保険株式会社 2,700,000 1.85

株式会社日本カストディ銀行（信託口７） 2,671,100 1.83

明治安田生命保険相互会社 2,644,682 1.81

株式会社日本カストディ銀行（信託口５） 2,360,200 1.61

株式会社日本カストディ銀行（信託口６） 2,130,500 1.46

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数
100社以上300社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

（１）グループ経営に関する考え方及び方針

　当社は上場子会社を有しております。当社と上場子会社は、経営理念および経営方針を共有または相互に認識して持続的な成長を図るととも
に、グループ全体での企業価値の最大化を実現することを目標としています。

　グループでの戦略を共有しつつ、一方で各々での事業運営においては、上場子会社の独立性を尊重するとともに、その少数株主の権利尊重を
重視しています。

　

（２）上場子会社を有する意義等について

　当社は昭光通商株式会社を上場子会社として保有しております。

　昭光通商は化学品、合成樹脂および金属セラミックス等を取り扱う総合商社として、幅広い部材や商品を取り扱っております。

当社は昭光通商との連携・協業を通じて、総合商社としての幅広いネットワークを活用することにより、顧客体験価値の最大化を企図しておりま
す。



一方で、今般昭光通商に対して株式公開買い付けが実施されており、当社は本公開買い付けに一部応募する契約を締結しております。本公開買
い付けが成立した場合、昭光通商は当社の連結子会社から外れる見込みです。

（３）上場子会社のガバナンス体制の実効性確保に関する方策

　当社は、上場子会社の自律的な意思決定を尊重するとともに、子会社の少数株主との利益相反を起こさないよう、実効性のあるガバナンス体制
の構築に最大限努めています。

（４）グループ経営に関する考え方及び方針として記載されるべき内容に関連した契約等について

　グループ経営にあたり、グループ全体での企業価値の最大化を実現することを目的としたグループ経営規程を定め、当該上場子会社とも共有し
ています。

　また、上場子会社を含むグループ会社とは、ガバナンス契約を締結し、当社が定める一定の規程についての遵守を義務づけております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 その他の取締役

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

尾嶋　正治 学者 △

西岡　　潔 他の会社の出身者 △

一色　浩三 他の会社の出身者

森川　典子 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

尾嶋　正治 ○

尾嶋氏は、国立大学法人東京大学の名
誉教授です。同氏と当社は、１９９６年より
２００８年まで共同研究を実施しており、そ
の際の１年間の研究費は１千万円未満で
あります。

エレクトロニクス分野の研究者としての豊富な
専門知識と経験に基づき、業務執行における
適正性確保の観点から助言をいただくため、社
外取締役に選任しております。尾嶋氏は国立
大学法人東京大学の名誉教授ですが、同大学
は当社から多額の金銭その他の財産を得てい
ることはなく、一般株主との利益相反を生じる
おそれがないことから独立役員として指定して
おります。



西岡　　潔 ○

西岡氏は、国立大学法人東京大学先端
科学技術研究センターの研究顧問です。
同氏は、２００９年６月まで、新日本製鐵株
式会社（現日本製鉄株式会社）の執行役
員であり、同社と当社とは取引関係があり
ますが、１年間の取引の割合は当社売上
高の２％未満であります。

製鉄会社の研究、製造、営業に携わった経験、
技術開発を所管する立場としての高い専門知
識と幅広い見識、また、大学の研究者としての
技術経営、産学連携への取り組みに基づき、
業務執行における適正性確保の観点から助言
をいただくため、社外取締役に選任しておりま
す。西岡氏は国立大学法人東京大学先端科学
技術研究センターの研究顧問ですが、同大学
は当社から多額の金銭その他の財産を得てい
ることはなく、また、２００９年６月まで執行役員
であった新日本製鐵株式会社（日本製鉄株式
会社）は当社の主要な取引先に該当しないた
め、一般株主との利益相反を生じるおそれがな
いことから独立役員として指定しております。

一色　浩三 ○ ―――

企業経営及び金融業に関する豊富な知見、経
験等に基づき、業務執行における適正性確保
の観点から助言をいただくため、社外取締役に
選任しております。一色氏は２００５年５月まで
株式会社日本政策投資銀行の理事であり、当
社は同社から資金の借入を行っていますが借
入金残高の割合は当社の総資産の２％未満と
主要な借入先に該当しないため、一般株主と
の利益相反を生じるおそれがないことから独立
役員として指定しております。

森川　典子 ○

森川氏は、2018年12月までボッシュ株式
会社の業務執行取締役であり、同社と当
社とは取引関係がありますが、１年間の
取引の割合は当社売上高の２％未満であ
ります。

証券会社、会計事務所での勤務、管理部門の
責任者として経営に携わった幅広い経験と見
識に基づき、業務執行における適正性確保の
観点から助言をいただくため、社外取締役に選
任しております。森川氏は、2018年12月まで
ボッシュ株式会社の業務執行取締役でしたが、
同社は当社の主要な取引先には該当しないた
め、一般株主との利益相反を生じるおそれがな
いことから独立役員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 6 0 2 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 5 0 2 2 0 1
社外取
締役

補足説明

当社は、取締役会の機能の独立性、客観性と説明責任を強化するため、取締役会の諮問機関として委員の過半数を独立社外取締役で構成する
指名諮問委員会を設置し、取締役、監査役候補者の指名、経営陣幹部の選任に係る事項を審議のうえ、また、委員の過半数を独立社外取締役、
社外監査役で構成する報酬諮問委員会を設置し、取締役、執行役員の報酬に係る事項を審議のうえ、取締役会に答申します。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人と定期的会合を持ち、監査計画を受領し、内部統制システムの状況、監査重点項目等の説明を受け、意見交換を行ってい

ます。監査役は、必要に応じて会計監査人の監査に立ち会う他、監査の実施経過の報告を受けています。



監査役は、内部監査部と隔月に会合をもち、内部統制システムに係る状況等その監査結果の報告を受けています。また、監査役は、必要に応じ

て内部監査部に対し調査を求めています。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

齋藤　聖美 他の会社の出身者

大西　　節 他の会社の出身者 △ △

矢嶋　雅子 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

齋藤　聖美 ○
ジェイ・ボンド東短証券株式会社代表取締

役社長

経営コンサルティング会社や債権電子取引専

業の証券会社を起業し経営している幅広い経

験と見識に基づき、業務執行における適正性

確保の観点から助言をいただくため、社外監

査役に選任しております。齋藤氏は現在、ジ

ェイ・ボンド東短証券株式会社の代表取締役

社長を務めていますが、同社と当社の間に

は利害関係はなく、一般株主との利益相反

を生じるおそれがないことから独立役員とし

て指定しております。

大西　　節 ○

大西氏は、 株式会社みずほ銀行の持株

会社である株式会社みずほフィナンシャ
ルグループ出身です（２０１１年４月まで業
務執行取締役）。当社は、株式会社みず
ほ銀行から資金の借入を行っており同行
からの借入金残高は当社の総資産の約
７％ですが、同氏は同社の業務執行取締
役を退任後６年以上が経過しております。
また、２０１６年６月まで業務執行取締役で
あった興銀リース株式会社と当社とは取
引関係がありますが、１年間の取引の割
合は当社売上高の２％未満です。

金融機関の経営に長年携わった幅広い経験と
見識に基づき、業務執行における適正性確保
の観点から助言をいただくため、社外監査役に
選任しております。大西氏は２０１１年４月ま
で、当社の主要取引先である株式会社みずほ
コーポレート銀行（現 株式会社みずほ銀行）の

持株会社の業務執行取締役でありましたが、
退任後６年以上が経過しており、出身会社の影
響を受ける立場にありません。また、当社は多
数の金融機関と取引をしており、同行に多くを
依存していることはありません。さらに、２０１６
年６月まで業務執行取締役であった興銀リース
株式会社は、当社の主要な取引先に該当しな
いため、一般株主と利益相反を生じるおそれが
ないことから独立役員として指定しております。



矢嶋　雅子 ○

矢嶋氏は、西村あさひ法律事務所のパー
トナー弁護士です。当社は同事務所の他
の弁護士へ必要の都度、法律事務の依
頼をしておりますが、過去３年間平均での
報酬の割合は同事務所の総収入額の
２％未満であります。

国際性豊かな弁護士としての知見、企業法務
に関する豊富な見識に基づき、業務執行にお
ける適正性確保の観点から助言をいただくた
め、社外監査役に選任しております。当社は、
矢嶋氏の兼職先である西村あさひ法律事務所
の他の弁護士に対し、必要の都度、法律事務
の依頼をしておりますが、同事務所は当社から
多額の金銭その他の財産を得ていることはな
く、一般株主と利益相反を生じるおそれがない
ことから独立役員に指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 7 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

短期の業績連動型報酬制度の評価指標は、売上高、経常利益、ROAであり、この業績評価制度の考え方は、関係会社の役員報酬制度にも適用
し、グループ関係会社全体に導入しています。

社外取締役を除く取締役に対し、中長期の業績連動報酬として、信託を活用した業績連動型株式報酬制度を導入しています。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

２０２０年度中に支払った報酬額は次の通りです。

取締役に対しては、取締役報酬として１１名に３６２百万円（うち社外取締役４名、５３百万円）を支払いました。

監査役に対しては、監査役報酬として６名に９６百万円（うち社外監査役４名、３６百万円）を支払いました。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役（社外取締役を除く）の報酬については、基本報酬、短期業績連動報酬、中長期業績連動報酬により構成し、役位等によって決定する基本
報酬額に加え、業績評価制度に基づき、会社業績および個人の業績等を勘案して短期業績連動報酬額を決定します。また、役員株式給付規定
に基づき、中長期業績連動報酬を給付します。社外取締役の報酬は基本報酬のみとします。取締役の報酬の決定にあたっては、報酬諮問委員
会での審議のうえ、取締役会で決定します。監査役の報酬については、基本報酬のみとし、監査役会の協議により決定します。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

(1)社外取締役のサポート体制

　ＣＳＲ・総務部秘書室が社外取締役の庶務業務を担当し、取締役会に付議される議案に係る資料は事前に配布し、ＣＳＲ・総務部長等がその内
容について説明します。

(2)社外監査役のサポート体制

　職務を補助する専任の監査役スタッフを配置しています。取締役会や監査役会の案件は、必要に応じて常勤監査役が社外監査役に事前に説

明し、また、事業所の査察により、現地の情報が得られる機会を提供しています。



【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

大橋　光夫 名誉相談役
・会社の社外活動に関する助言

・会社の社会貢献活動への関与
非常勤、報酬無 2005/01/03 １年更新

高橋　恭平 相談役
・会社の社外活動に関する助言

・会社の社会貢献活動への関与
非常勤、報酬無 2011/01/03 １年更新

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 2 名

その他の事項

・相談役、名誉相談役の委嘱は、取締役会にて決議しています。

・相談役、名誉相談役に関する処遇内規は、指名諮問委員会にて審議後、社長が決定しています。

・相談役、名誉相談役は、当社の業務執行およびその監督には関与していません。

　但し、相談役は、経営陣からの要請に基づき、特定経営課題に関する助言を行うことがあります。

・上記記載の「社長等退任日」には、当社の代表取締役社長の退任日を記載しています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．監督・意思決定機能の状況：

　当社は、経営の監督機能と業務執行機能の役割分担を明確にするため執行役員制度を導入し、社長と管掌執行役員により構成されるトップマ

ネジメントにより、経営の意思決定の迅速化と活性化を図るとともに、取締役会の構成人員を大幅に減員してきました。さらに、社外取締役を選任

することにより、監督機能を強化しております。取締役会は、月1～２回の頻度で開催され、会社の基本方針を決定するとともに会社法および定款

で定められた事項および重要な業務執行案件について、充分な審議を経たうえで決定し、経営の意思決定機能の迅速化と活性化を図っていま

す。取締役会の監督機能の強化と意思決定の適正性を確保するため、取締役はコーポレート・ガバナンスの視点を重視し選任し、業務執行が本

来の職務である執行役員は可能な限り取締役を兼任せず業務執行に専念する体制としています。また、会長・社長を除く取締役の役付を廃止

し、社外監査役を含む監査役による監視、各取締役間の相互監視により、その実効を図っています。さらに、経営環境の変化に迅速に対応した

経営体制を機動的に構築するとともに、取締役の経営責任をより明確にするため、取締役の任期は１年としています。

　なお、２０２１年３月３０日開催の定時株主総会において、取締役は１０名（社外取締役４名（うち女性１名）を含む）が選任されています。

　当社は、取締役会の機能の独立性、客観性と説明責任を強化するため、取締役会の諮問機関として委員の過半数を独立社外取締役、社外監
査役で構成する指名諮問委員会、報酬諮問委員会を設置しています。

２．業務執行機能の状況：

　取締役会に付議すべき事項や重要な案件は、社長が議長を務める週次の経営会議において、２審制による審議のうえ策定しています。経営会

議へ上程する投資案件は、リスクに係わる事前審査やタスクチームの検討により、事前のリスク分析や成果・進捗管理を行っています。中期経営

計画等の経営基本施策は、経営会議の審議はもとより、執行役員全員による充分な検討を経たうえで策定しています。

　当社は、実行責任体制を企業活動展開の根幹とし、また、成果重視の業績評価を徹底するため、部門別業績評価制度を実施しています。

　なお、適切な業務執行上必要な特定事項について、社長直下の委員会として、安全保障輸出管理委員会、保安対策委員会をするとともに、社
長が議長を務める経営会議の下に、サステナビリティ推進会議、レスポンシブル・ケア推進会議、IR推進会議を設置し、それぞれの事項に関して
調査、研究、審議などを行っています。

３．監査機能の状況：

(1)監査役監査：監査役会は、社外監査役３名（うち女性２名）を含む５名で構成しています。監査役は、取締役会および社内の重要な諸会議に出

席し、必要に応じて意見を述べ、また業務執行の監査を、現地実査、責任者のヒアリング、重要文書の閲覧などを通じて行い、経営の健全性確保

のための提言、助言、勧告を行っています。また、グループ会社の監査を充実し、主要な関係会社の監査役と連携し、連結経営体制の強化に取

組んでいます。なお、常勤監査役加藤俊晴氏は、当社財務、経理部門に長年携わると共に財務、経理部門を統括する最高財務責任者（ＣＦＯ）を
務め、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。また、監査役会の機能充実のため専任のスタッフ２名を配置し、監査役のサポート
を行っています。

(2)当社では、社長直轄の組織として内部監査部を設置しています。内部監査部（14名、専任13名、兼任1名）は、当社内部監査規程に基づき年次
監査計画を立案し、関係会社を含む当社グループのコンプライアンスの状況や業務執行状況、内部統制システムの状況を監査し、経営活動全般
にかかる潜在的リスクを洗い出し、その結果を経営トップ及び取締役会、監査役会に報告を行っています。

さらに、会計監査人及び監査役とは、それぞれの監査の独立性に配慮しつつ、年間監査計画、監査結果等につき定期的な報告会を通じて意見交
換を行う等相互に連携を図っています。

なお、環境・安全等に係る事項については、レスポンシブル・ケア部が監査を実施しています。

(3)会計監査人監査：会計監査業務は、有限責任 あずさ監査法人との間で監査契約を締結し、同法人が監査を実施しています。監査業務を執行

した公認会計士は、指定有限責任社員・業務執行社員　宍戸通孝、櫻井紀彰、會田大央であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士１１名、そ
の他２２名です。会計監査人は、監査役と年間監査計画の確認を行うとともに、監査結果の報告を行っています。また、情報・意見交換を随時行
い、連携を図っています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査役設置会社制度を採用することにより、経営の公正性および透明性の向上を図り、効率的企業経営を行っています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定期日（３／１５）より１営業日前（３／１２）に、発送しています。

集中日を回避した株主総会の設定 定時株主総会は、３月下旬に開催しています。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を行うことができます。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

(株)ＩＣＪの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英文を東京証券取引所に提出するとともに自社ホームページで公開していま
す。

その他
株主総会は、株主の皆様に会社の基本施策をご理解いただく機会とも判断しており、中
期経営計画の内容や実行状況を説明しています。

なお、招集通知は、自社ホームページに掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 自社ホームページで公開しています。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
個人投資家向けＩＲ説明会を開催し、最高財務責任者（CFO)が直接説明し

ています。この模様は、ホームページの個人投資家向けサイトにおいて資

料とともに開示しています。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算・中期経営計画等の定期的説明会を開催し、説明内容を日・英２カ国語

で、ホームページに公開しています。
あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
決算等の説明を英語でホームページに公開するとともに、海外投資家への訪

問説明を定期的に実施しています。中期経営計画等の発表時には、海外での

説明会を実施しています。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、アナリスト説明会資料は日・英２カ国語で公開し、あわせて有価証

券報告書、アニュアル・レポート、報告書（「株主のみなさまへ」）、株主総会招

集通知を掲載しています。

IRに関する部署（担当者）の設置
適時開示やＩＲ活動を実践する組織としてIR室を設置しています。また、経営会

議の下に、ＩＲに関する総合施策・基本計画の検討、適時開示の確認・指示を

行う組織としてＩＲ推進会議を設置しています。

その他
機関投資家に対する個別説明を積極的に行い、新聞発表の際は、日・英２カ

国語で同時発表するとともに、ホームページに掲載しています。海外向け配信

会社と契約し、リリースを海外向けに配信しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

グループ経営理念および「私たちの行動規範」に規定しています。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

化学物質の開発から製造、物流、使用を経て廃棄に至る全ライフサイクルにおける「環境・
安全・健康」の確保を目的とするレスポンシブル・ケアを推進しています。社長直下の委員
会として、安全保障輸出管理委員会、保安対策委員会を設置するとともに、社長が議長を
務める経営会議の下に、サステナビリティ推進会議、レスポンシブル・ケア推進会議、IＲ推
進会議を設置し、統合的かつ積極的にＣＳＲ活動を推進しています。その内容を毎年昭和
電工レポートとして発行し、ＣＳＲに関するホームページも開設しています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「私たちの行動規範」で「当社グループに関する情報は、ステークホルダーが自己への影
響を正しく評価できるように適時・適切に開示します。」と規定し、これに基づきディスクロー
ジャー基本方針を定めています。株主様や他のステークホルダーの皆様に当社をご理解
いただくための有用な情報は、「適時開示規則」に該当しない情報であっても、リリースを行
い、当社のホームページに開示します。

その他

当社グループは、「多様な人材が互いの個性・価値・アイデアを活かし合い、協働すること
により、利益や新たな価値を創造し続ける力を持つ組織・個人になること」を目的とし、ダイ
バーシティ＆インクルージョン （Ｄ＆Ｉ）の推進に取り組んでいます。

女性活躍推進に関しては、日本国内における女性従業員の活躍支援に取り組んでおり、
課長級以上の管理職に占める女性の割合を２０２５年末までに７％に向上させることを女
性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の中で目標に掲げています。

また、障がい者雇用に関しては、２０２０年９月１日、「The Valuable ５００」に加盟し、「昭和

電工グループは、障がいの有無に関わらず全ての従業員が会社という舞台で輝き続ける
こができるよう、ダイバーシティ＆インクルージョンを推進し、こころを、社会を動かし、世界
にもっと驚きや感動を届けてまいります。」とのコミットメントを定めました。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　取締役会が決議した内部統制システムの整備に係る基本方針は、次の通りです。

　

　当社は、法令および定款の遵守はもとより、公正な社会倫理規範に則った行動を経営の重要課題と位置づけ、「グループ経営理念」と

「私たちの行動規範」を制定しています。これを踏まえ、「業務の適性を確保するための体制(内部統制システム)」の整備に関して、その

基本方針を以下のとおり定め、適切に運用します。

(1) 当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、社長が議長を務める経営会議の下に、サステナビリティ推進規程の定めにより、サステナビリティ推進会議を設置し、当社グルー

プのコンプライアンスに関する中長期の活動計画および重要事項の検討を行うとともに、活動計画に基づく施策の策定、実施状況の評価

を行います。また、内部牽制制度や当社グループ内外のルートによる内部通報制度を設け、問題の未然防止やその早期発見と適切な対

応を行います。

　期前半の企業倫理月間や継続的に行う研修を通じ、コンプライアンスの周知徹底を図るとともに、違反行為については、再発防止の措置と

適正な処分を行い、組織業績評価等へ反映させます。

　財務報告の信頼性を確保するための内部統制について、適切な整備・運用を行います。

　反社会的勢力とは、一切の関係を持ちません。また、不当要求には一切応じません。反社会的勢力に対する体制を整備し、関連情報お

よび対応要領等の周知徹底を行うとともに、具体的事案については、警察当局および外部の専門機関等と連携のうえ、毅然とした対処を

行います。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　当社は、取締役会および経営会議等の議事録、決裁書等職務の執行に係る情報を、資料管理規程、秘密情報管理規程、情報セキュリテ

ィ規程および個人情報管理規程等の社内規程により取り扱い、保存、管理します。

(3) 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制　

　当社は、当社グループに係る重要事項について、週次で行われる経営会議において構成メンバーによる多面的な検討を行い、特に投資

案件は、戦略性、リスク管理、進捗・成果管理の観点から重点的に審議を行います。また、事業部門およびスタッフ部門において、その有す

るリスクの分析・評価を行い、リスク管理に取り組みます。

　経営会議下のサステナビリティ推進会議において、当社グループのリスクの定期的な集約・評価を行うとともに、当社グループに影響を及ぼす危
険度の高いリスクについての施策を立案し、実施状況の確認を行います。また、事故・災害等の危機発生時の対応は、非常対策本部の設置をは
じめとして緊急事態措置要領等の社内規程に基づき行います。

　また、環境・安全・健康の確保を目的とするレスポンシブル・ケア推進会議、規制貨物等の輸出が適法に行われること等を目的とする安

全保障輸出管理委員会等を設置するとともに、個別リスクについては、スタッフ部門で当社グループに係る規程の制定およびマニュアルの

作成・研修等により適切なリスクの管理を行います。

(4) 当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、経営の監督機能と業務執行機能の役割分担を明確にするために執行役員制度を導入し、社長と管掌執行役員により構成され

るトップマネジメントにより、経営の意思決定の迅速化と活性化を図ります。

　経営の目指す方向を中期経営計画、グループ経営方針で定め、当社グループ全体の年度の課題および目標値を、年間実行計画（予算）

として設定し、これに基づく業績管理を行います。

　経営組織規程により業務分掌・職務権限を明確化するとともに、グループ経営規程に基づき、子会社にこれに準じた体制を構築させるこ

とにより、当社グループが個々の事業の特性に応じた機動的な意思決定を行い、広範な業務を適正かつ効率的に行います。

(5) 当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の報告に関する体制その他の企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、グループ経営規程により、子会社に対し、その営業成績、財務状況その他の重要な情報について、当社への定期的な報告を義

務づけます。

　当社監査役および各内部監査部門は、必要に応じグループ会社を対象に、監査や診断等を実施します。また、当社監査役は、主要な

グループ会社の監査役と定期的な会合を持ち、連携を図ります。

(6) 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制並びに当該使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対する指示の

実効性の確保に関する事項

　当社は、監査役の職務を補助するために専任の監査役付スタッフを配置し、その人事異動や評価等は、あらかじめ監査役と協議し、その

承認のうえで行います。当該使用人は他部署の使用人を兼務せず、もっぱら監査役の指揮命令に従います。

(7) 当社の取締役等および子会社の取締役等またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

　当社は、監査役が取締役の重要な意思決定や職務の執行状況を把握するために、取締役会や経営会議等の重要な出席会議での付議

事項の説明、決裁書・月次決算資料および内部監査報告書等職務の執行に関する重要な文書の供覧、社内関係部署の必要な説明等に

より、監査役に定常的に報告を行います。

　グループ経営規程に基づきグループ会社の所管部門を定め、所管部門長が所管会社に係る事項について、監査役に必要に応じて報告

を行います。

　当社グループの役職員は、監査役から業務執行等に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行います。

また、著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに監査役に報告します。

　なお、当社グループの内部通報制度の運用状況と通報内容は、監査役への報告事項とします。

(8) 当社の監査役に報告をした取締役等が、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、グループ経営規程により、監査役へ報告を行った者が当該報告をしたことを理由に不当な取り扱いを受けないこととします。

(9) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処

理に係る方針に関する体制

　当社は、毎年、一定額の予算を設け、監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、職務の執行について生ずる費用等を



負担します。

(10) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当社は、監査役が期初に策定した監査方針・監査計画に基づき、監査役監査基準により行われる監査の実効性を高めるために、監査役

の往査等への適切な対応を行います。

　社長および最高リスク管理責任者は、会社が対処すべき課題、監査上の重要課題、監査環境の整備等の意見交換のために、監査役と

の定期会合を月次で実施します。

　内部監査部門および会計監査人は、監査結果の報告や定期的な会合により、監査役との連携を図ります。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、取締役会で決議した「私たちの行動規範」において「法令を遵守することはもとより、高い倫理観を持って行動」することを定め、その具

体的指針である「実践の手引き」で「反社会的な団体や人物との関わりを一切持たない」ことおよびその「不当な要求に対しては、安易な妥協をせ

ず毅然とした態度で対処する」ことを明示しています。

　そのために、最高リスク管理責任者（ＣＲＯ）および不当要求防止管理者のもと、全社の統括部署であるＣＳＲ・総務部および事業場、関係会社

の総務担当部門において情報収集を行い、全社への関連情報および対応要領等の共有化、研修、ならびに社内への周知徹底等を行います。

　具体的事案については、警察当局および外部の専門機関等と連携のうえ、毅然とした対処を行います。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は下記のとおりです。

１．情報開示の基本的な方針

　当社は、金融商品取引法等の関係法令を遵守し、投資家の皆様の投資判断に影響を与える決定事実や発生事実、決算に関する情報等の重

要情報の開示について、東京証券取引所が定める適時開示規則（以下、適時開示規則）に基づいた情報開示を行います。

　当社は、適時開示規則を遵守し、業績結果、財務内容、将来ビジョンや経営戦略を「わかりやすく」、「公平に」、「タイムリーに」、かつ「正確に」株

主、投資家の皆様にお伝えします。また、適時開示規則に該当しない情報につきましても、株主、投資家や他のステークホルダーの皆様に当社を

ご理解いただくために有用と判断される情報につきましては、積極的にニュースリリースを行い、併せて当社ホームページにおいて開示します。

尚、当社は上記の方針を「ディスクロージャー・ポリシー」として制定し、当社ホームページにおいて公開しています。

２．会社情報の適時開示に係る社内体制の状況

（１）会社情報の適時開示に係る社内管理体制

　当社は、ＣＳＲ活動を推進する経営会議の下に、株主や投資家向けのＩＲ活動に関する総合施策・基本計画を立案し推進するＩＲ推進会議を設

置しております。ＩＲ推進会議は、ＣＦＯ（最高財務責任者）であるＩＲ推進会議議長の下に、ＩＲ室長を事務局長とし、財務・経理部長、ＣＳＲ・コミュニ
ケーション室長、戦略企画部長を中心とするメンバーから構成され、適時開示規則に基づき決算等に関する重要情報の開示を一元的に管理する
ことで重要情報の適切な開示を確保し、わかりやすく、公平に、タイムリーに、かつ正確に開示することに努めています。

（２）決算に関する情報の適時開示

　決算に関する情報が取締役会で承認された場合、ＩＲ推進会議はこれを受けて適時開示規則に則り、情報取扱責任者であるＣＳＲ・コミュニケー
ション室長に適時開示の指示を行います。

　これに基づきＩＲ室長はＴＤネットを通じ東京証券取引所での適時開示を実施し、ＣＳＲ・コミュニケーション室長は記者クラブ等で発表します。

（３）決定事実および発生事実　

　決定事実および発生事実が生じた場合は、内部情報管理を徹底するとともに、関係スタッフ部と協議の上、社長の承認の下、ＣＳＲ・コミュニケー
ション室長はIR推進会議に報告し、開示指示によりＴＤネットを通じ東京証券取引所での適時開示を実施するとともに、記者クラブ、当社ホーム
ページなどで速やかに発表します。
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